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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＬＳＰプロセス時に処理材料にもたらされるエネルギーを測定するためのレーザショッ
クピーニング（ＬＳＰ）（１００）測定装置であって、当該装置が、
前記処理材料（１０４）から音響エネルギーを受けかつ該音響エネルギーを熱エネルギー
に変換するように構成されたエネルギー変換器（１１４）と、
前記エネルギー変換器に結合されかつ前記音響エネルギーに比例した前記熱エネルギーに
基づいて電気出力を生成するエネルギー測定装置（１１６）と
を備えており、前記エネルギー変換器が、
第１の音響インピーダンスを有するコンテナ（２０８）と、
前記コンテナ内の導電性媒体（２０６）と、
前記コンテナ内に配置された１以上のコイル（２１２）と、
前記コンテナの第１の端部のピストン（２０４）であって、第１の音響インピーダンスと
は異なる第２の音響インピーダンスを有しかつ前記導電性媒体に接触するピストン（２０
４）と
を備えている、装置。
【請求項２】
　前記ピストン及び処理材料間に結合された音響カプラ（１０８）をさらに含み、前記音
響カプラが、第３の音響インピーダンスを有する、請求項１記載の装置。
【請求項３】
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　第３の音響インピーダンスが第２の音響インピーダンスと同一である、請求項２記載の
装置。
【請求項４】
　前記１以上のコイルが電流を受けかつ第１の方向に電束を生成し、前記ピストンが第１
の方向とは異なる第２の方向に移動する、請求項１乃至請求項３のいずれか１項記載の装
置。
【請求項５】
　前記音響カプラがプランジャ（２０２）を含み、前記プランジャが前記ピストンに結合
される、請求項１乃至請求項４のいずれか１項記載の装置。
【請求項６】
　材料のレーザショックピーニング（１００）を監視する方法であって、
　前記材料上にアブレーティブ層（１０６）を形成するステップと、
　前記アブレーティブ層（１０６）にレーザビームを導いて前記材料内に音響波を生成す
るステップと、
　前記材料内の前記音響波を該材料外部の熱エネルギーに変換するステップであって、前
記音響波を第１の方向に導電性材料に導くとともに、前記導電性材料内に第１の方向とは
異なる第２の方向に電束を形成することを含むステップと、
　前記熱エネルギーを測定するステップと
を含む方法。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書に開示した主題は、金属を処理することに関し、より具体的には、レーザ金属
処理を監視することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　レーザピーニングつまりレーザショックピーニング（ＬＳＰ）は、強力なレーザを使用
することによって材料（通常は金属）内に有益な残留圧縮応力を生じさせるプロセスであ
る。本明細書で使用する場合に、処理することになる材料は、「処理材料」と呼ぶことに
する。通常は黒色テープ又は塗料であるアブレーティブ皮膜が、レーザからエネルギーを
吸収するために処理材料に施工される。次に、レーザによる短エネルギーパルスを集束さ
せてアブレーティブ皮膜を炸裂させて、ショック波（衝撃波）を生成する。このプロセス
は、複数位置で反復させることができる。通常は水から成る半透明の層が、皮膜上に必要
とされかつタンプとして作用して、処理材料内に衝撃波を導く。
【０００３】
　ＬＳＰプロセスのリアルタイム（オンライン）監視には、通常は圧電センサが使用され
る。圧電センサは、ＬＳＰによって形成された応力（音響）波をその波の強さに比例した
電気信号に変換する。電気信号は次に、ＬＳＰプロセスを監視するのに使用することがで
きる。しかしながら、圧電センサは、該圧電センサが処理材料と直接接触状態になってい
るので、破壊されることが多い。これらのゲージの１回の使用での破壊により、複数レー
ザパルスを必要とする場合には必ず複数ゲージの使用が必要となることになる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第５４３８５５３号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の１つの態様によると、レーザショックピーニング（ＬＳＰ）プロセス時に処理
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材料にもたらされるエネルギーを測定するためのレーザショックピーニング（ＬＳＰ）測
定装置を提供する。本実施形態の装置は、処理材料から音響エネルギーを受けかつ該音響
エネルギーを熱エネルギーに変換するように構成されたエネルギー変換器を含む。本実施
形態の装置はまた、エネルギー変換器に結合されかつ音響エネルギーに比例した熱エネル
ギーに基づいて電気出力を生成するエネルギー測定装置を含む。
【０００６】
　本発明の別の態様によると、材料のレーザショックピーニングを監視する方法を提供す
る。本方法は、材料上にアブレーティブ層を形成するステップと、アブレーティブ層にレ
ーザビームを導いて材料内に音響波を生成するステップと、材料内の音響波を該材料外部
の熱エネルギーに変換するステップと、熱エネルギーを測定するステップとを含む。
【０００７】
　本発明のさらに別の態様によると、タービンを提供する。本実施形態のタービンは、タ
ービンのブレード上にアブレーティブ層を形成するステップと、アブレーティブ層にレー
ザビームを導いて材料内に音響波を生成するステップと、材料内の音響波を該材料外部の
熱エネルギーに変換するステップと、熱エネルギーを測定するステップとを含むプロセス
によって準備される。
【０００８】
　これらの及びその他の利点並びに特徴は、図面と関連させて行った以下の説明から一層
明らかになるであろう。
【０００９】
　本発明と見なされる主題は、本明細書と共に提出した特許請求の範囲において具体的に
指摘しかつ明確に特許請求している。本発明の前述の及びその他の特徴並びに利点は、添
付図面と関連させて行った以下の説明から明らかである。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の一実施形態に係るＬＳＰシステムを示す図。
【図２】本発明の一実施形態に係るエネルギー変換器の詳細な実施例を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　詳細な説明では、図面を参照しながら実施例によって、本発明の実施形態をその利点及
び特徴と共に説明する。
【００１２】
　上記のように、ＬＰＳ処理において圧電センサを使用することは、センサが１回の使用
で破壊されるので、複数センサの使用を必要とする。加えて、音響波を測定することによ
ってＬＰＳプロセスを監視することにより、オペレータには高音響レベルによる不快感が
生じる。実際には、一部のＬＰＳプロセスは、１００～１４０ｄＢの範囲の音響レベルを
生じる。
【００１３】
　本発明の実施形態では、音響波を別のエネルギーの形態に変換して、ＬＰＳ処理に関連
する音響レベルを低下させる。加えて、音響波の別の形態への変換は、ＬＰＳプロセスを
監視するのに使用するセンサの寿命を延長させることができる。
【００１４】
　本発明の実施形態では、センサが処理しようとする材料と直接接触状態になっていない
ので、オンラインＬＰＳ監視において利用するセンサは、再使用するのを可能にすること
ができる。一実施形態では、このことは、磁場及び導電性媒体の使用により測定エネルギ
ーを音響から熱に変更することによって達成することができる。具体的には、音響波は、
処理材料と同一又は同様の音響インピーダンスを有する音響カプラによって、該処理材料
から離れる方向に伝達される。この音響波は次に、熱に変換される。例えば、変換は、導
電性媒体内で行なうことができる。一実施形態では、磁場を発生するコイルにより、媒体
を囲むことができる。
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【００１５】
　導電性媒体及びコイルは、外部環境への伝達による音響エネルギー損失を防止するため
に処理材料とは異なる音響インピーダンスを有する材料で製作されたハウジング又はコン
テナの内部に封入することができる。一実施形態では、コンテナの内部における媒体の温
度上昇は、該コンテナに接触した熱伝導プレートを加熱する。生じた熱伝導プレートの温
度上昇は、センサによって電圧に変換される。
【００１６】
　別の実施形態では、熱伝導プレートは、省略することができ、媒体の温度変化は、当技
術分野では公知の方法を使用して直接測定することができる。例えば、温度変化は、ＩＲ
検出器又は放射温度計を使用して測定することができる。
【００１７】
　図１は、本発明の一実施形態に係るＬＳＰシステム１００を示している。ＬＳＰシステ
ム１００は、レーザ１０２と処理材料１０４とを含む。一実施形態では、処理材料１０４
は、金属である。特定の実施形態では、処理材料は、タービンのブレードを形成した金属
とすることができる。従って、システム１００は、タービンを形成するのに使用すること
ができる。言うまでもなく、システム１００は、その他の状況においても同様に利用する
ことができる。
【００１８】
　処理材料１０４は、該処理材料１０４の第１の側面１０５に取付けたアブレーティブ層
１０６を含むことができる。アブレーティブ層１０６は、黒色テープ又は塗料で形成する
ことができ、かつレーザ１０２によって与えられるエネルギーを吸収するために施工され
る。処理材料１０４は、第２の側面１０７上に、該処理材料１０４と緊密接触状態になっ
た音響カプラ１０８を含むことができる。音響カプラ１０８は、処理材料１０４と同一又
はほぼ同じ音響インピーダンスを有することができる。
【００１９】
　作動中に、レーザ１０２は、アブレーティブ層１０６に導かれる。次に、短エネルギー
パルスを集束させてアブレーティブ材料１０６を炸裂させて、衝撃波１１０を生成する。
衝撃波１１０は、処理材料１０４の内部で反射することが可能である場合には、有害な作
用を有する可能性がある。反射波は、参照符号１１２で示している。反射波１１２は、そ
の引張性により割れを拡大させかつ処理材料１０４の寿命を短縮させるおそれがある。
【００２０】
　処理材料１０４と緊密接触状態で音響カプラ１０８を配置することにより、反射波１１
２を減少又は排除することができる。具体的には、音響カプラ１０８の使用により、衝撃
波が処理材料１０４から外部に伝達される。処理材料１０４から外部に伝達される波は、
ＬＳＰプロセスのオンライン監視に使用することができる。
【００２１】
　本発明の一実施形態では、音響カプラ１０８に結合されたエネルギー変換器１１４が含
まれる。エネルギー変換器１１４は、音響衝撃波１１０を別の形態のエネルギーに変換す
ることができる。一実施形態では、エネルギー変換器１１４は、音響波を熱エネルギーに
変換する。
【００２２】
　エネルギー測定装置１１６が、エネルギー変換器１１４による変換エネルギー出力を測
定することができる。一実施形態では、エネルギー測定装置１１６は、エネルギー変換器
１１４に接触した熱伝導プレートを含むことができる。生じた熱伝導プレートの温度上昇
は、エネルギー測定装置１１６の一部を形成したセンサによって電気信号（電流又は電圧
）に変換される。そのようなエネルギー測定装置１１６（ＬＳＰセンサ）は、該エネルギ
ー測定装置１１６（ＬＳＰセンサ）が従来技術のように衝撃波と直接接触状態になること
によって破壊されることがないので、１回よりも多く利用することができる。別の実施形
態では、エネルギー測定装置１１６は、導電性材料の温度変化を直接測定することができ
る。例えば、ＩＲ検出器又は放射温度計として実装されたエネルギー測定装置１１６は、
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温度変化を直接測定することができる。
【００２３】
　図２は、本発明の一実施形態に係るエネルギー変換器１１４のより詳細な実施例を示し
ている。エネルギー変換器１１４は、音響カプラ１０８及びエネルギー測定装置１１６間
に結合される。一実施形態では、エネルギー変換器１１４は、音響エネルギー（波）を熱
エネルギーに変換する。
【００２４】
　音響カプラ１０８は、プランジャ２０２を含むことができる。プランジャ２０２は、衝
撃波１１０をエネルギー変換器１１４に導きかつ伝達する。具体的には、プランジャ２０
２は、衝撃波１１０をエネルギー変換器１１４のピストン２０４に導きかつ伝達する。
【００２５】
　磁場内で導電体を移動させると、起電力が生成される。導電体は、良好な電気の導体で
あるあらゆる導電性媒体（流体又は気体のような）で置換えることができる。媒体は、イ
オン化によって或いは当技術分野で公知のその他の手段によって導電性にすることができ
る。
【００２６】
　一実施形態では、エネルギー変換器１１４は、コンテナ２０８の内部に配置された導電
性媒体２０６を含む。導電性媒体２０６は、ピストン２０４に伝達される衝撃波１１０に
よって移動し始めることができる。
【００２７】
　より詳細には、ＬＳＰ時に発生する衝撃波１１０は、処理材料及び音響カプラ１０８を
横切って進んだ後に、導電性媒体２０６の移動を生じさせることができる。音響カプラ１
０８が処理材料と同一の音響インピーダンスを有する材料で形成されている場合には、速
度伝達比を増大させることができる。プランジャ２０２を含むように音響カプラ１０８を
形成することにより、衝撃波を集束させることができる。
【００２８】
　一実施形態では、全体的には音響カプラ１０８は、また具体的にはプランジャ２０２は
、ピストン２０４に結合することができる。一実施形態では、ピストン２０４は、音響カ
プラ１０８と音響的に同様な材料で製作することができる。ピストン２０４からの音響波
は次に、コンテナ２０８内で導電性媒体２０６を横切って進む。コンテナ２０８は、処理
材料１０４とは異なる音響インピーダンスを有する材料で製作して、波の外部への伝達に
よるコンテナ２０８の内部での音響エネルギーの損失が生じないようにすることができる
。一実施形態では、コンテナ２０８は、その外側壁上に配置されたケーシング２１０を含
むことができる。ケーシング２１０は、あらゆる音響伝達を防止しかつコンテナ２０８の
内部にエネルギーの全てを反射するような異なる音響インピーダンスを有する材料で製作
することができる。
【００２９】
　作動中に、媒体２０６を囲むコイル２１２を通して好適な電流を流すことによって、コ
ンテナ２０８の内部の媒体２０６内に、磁場を発生させる。一実施形態では、コイル２１
２は、コンテナ２０８内に配置される。別の実施形態では、コイル２１２は、コンテナ２
０８を囲む。磁場はまた、永久磁石又は電磁石の使用によって、コイルなしで発生させる
ことができる。
【００３０】
　導電性媒体２０６は、コイル２１２により生成された磁場の起電力によって移動し始め
る。磁場は、導線２３０を介してコイルに電流を加える結果として生じる。一実施形態で
は、磁場により生成された磁束は、該磁束が衝撃波１１０の移動とは異なる方向になるよ
うに整列する。一実施形態では、磁束は、衝撃波１１０の移動と反対方向に整列する。衝
撃波１１０のエネルギーは、該エネルギーが起電力に変換された状態になるので、減少し
た状態になる。具体的には、起電力により、媒体２０６内に渦電流が発生し、従って衝撃
波１１０は、コイル２１２によって発生した磁束に対向して作用するその起電力により、
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熱エネルギーに変換された状態になる。従って、媒体２０６の温度の上昇は、生じない。
この温度上昇は、衝撃波及びコイル２１２によって発生した磁束の強さに比例する。
【００３１】
　一実施形態では、コンテナ２０８は、発生した高温に耐えることができる高温材料で形
成することができる。上記したように、コンテナ２０８は、音響カプラ１０８とは異なる
音響インピーダンスを有する材料で製作して、該コンテナ２０８から逸出する傾向を有す
る音響波がそのように逸出するのを許容せずかつ該コンテナ２０８内に閉じ込められるよ
うにすることができる。
【００３２】
　一実施形態では、導電性媒体２０６は、音響カプラ１０８の音響インピーダンスとほぼ
同じ又は同一の音響インピーダンスを有する導電性流体、有機／無機流体、或いは気体で
ある。インピーダンス整合は、使用する流体が同じ体積弾性係数／密度値を有する場合に
達成することができる。
【００３３】
　エネルギー変換器１１４は、エネルギー測定装置１１６に結合することができる。一実
施形態では、エネルギー測定装置１１６は、温度センサとすることができる。そのような
実施形態では、エネルギー測定装置１１６は、コンテナ２０８と熱接触状態になった第１
の熱伝導プレート２２０を含むことができる。一実施形態では、第１の熱伝導プレート２
２０は、コンテナ２０８に直接接触する。一実施形態では、第１の熱伝導プレート２２０
は、高熱伝導率を有する材料で製作される。従って、導電性媒体２０６（及びコンテナ２
０８）の温度上昇は、第１の熱伝導プレート２２０を通して伝達される。
【００３４】
　一実施形態では、第１の熱伝導プレートは、焦電層２２２に接触する。焦電層２２２は
、その両側面を好適な導電性層２２４で被覆することができる。焦電層２２２の温度上昇
は、導電性層２２４間における電圧に変換される。従って、焦電層２２２及び導電性層２
２４の組合せは、焦電変換器を形成する。
【００３５】
　一実施形態では、導電性層２２４に対して、導電性ワイヤ２２６を接続し、かつ電圧計
２２８によって、電圧差を測定することができる。言うまでもなく、焦電変換器２２２に
伝達された温度変化により電圧差（又は発生電流）を測定するあらゆる手段を利用するこ
とができる。一実施形態では、電圧出力は、スクリーン上に表示され、また何らかの水又
は塗料異常を直接表示するものとして使用することができる。何らかのプロセス不具合は
、導電性流体のより低い温度上昇を引き起こす生成衝撃圧力の低下として現われる。
【００３６】
　一実施形態では、エネルギー温度測定装置１１６は、コンパレータ２３０に接続するこ
とができ、コンパレータ２３０は、測定温度値をプロセスパラメータとして設定した所定
の限界値と比較する。例えば、アブレーティブ塗料の厚さが最適でない或いは水流量が最
適でない場合には、生成衝撃波強度が、低く過ぎることになる。このことは、最適でない
レーザショックピーニングプロセス及びより低い残留圧縮応力の深さを引き起こすことに
なる。コンパレータ２３０は、最適プロセスパラメータによる信号との偏差を比較しかつ
何らかの偏差が検出された場合には不具合警報を送信する。従って、コンパレータは、正
確な位置を検出しかつ修正したパラメータ（水流量、塗料厚さなど）の組で再びレーザシ
ョック処理を実行するための信号を送信して、所望のピーニング効果が得られるようにす
ることができる。従って、プロセス変数のリアルタイム監視を確実に行なうことができる
。
【００３７】
　別の実施形態では、熱エネルギーは、焦電変換器により温度を電気出力に変換する代わ
りに、ＩＲ、放射温度計などのような当技術分野で公知の方法を使用して直接測定するこ
とができる。
【００３８】
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　限られた数の実施形態に関してのみ本発明を詳細に説明してきたが、本発明がそのよう
な開示した実施形態に限定されるものではないことは、容易に理解される筈である。むし
ろ、本発明は、これまで説明していないが本発明の技術思想及び技術的範囲に相応するあ
らゆる数の変形、変更、置換え又は均等な構成を組込むように改良することができる。さ
らに、本発明の様々な実施形態について説明してきたが、本発明の態様は説明した実施形
態の一部のみを含むことができることを理解されたい。従って、本発明は、上記の説明に
よって限定されるものと見なすべきではなく、本発明は、特許請求の範囲の技術的範囲に
よってのみ限定される。
【符号の説明】
【００３９】
１００　ＬＳＰシステム
１０２　レーザ
１０４　処理材料
１０６　アブレーティブ層
１０７　第２の側面
１０８　音響カプラ
１１０　衝撃波
１１２　反射波
１１４　エネルギー変換器
１１６　エネルギー測定装置
２０２　プランジャ
２０４　ピストン
２０６　導電性媒体
２０８　コンテナ
２１０　ケーシング
２１２　コイル
２３０　導線
２２０　第１の熱伝導プレート
２２２　焦電層
２２４　導電性層
２２６　導電性ワイヤ
２２８　電圧計
２３０　コンパレータ
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